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はじめに

少子化の進展や急速な高齢化に伴う労働力人口

の減少、さらには労働者の価値観やライフスタイ

ルの多様化などにより、我が国の雇用をめぐる環

境は大きく変化している。こうした変化に対応し、

活力ある社会を築いていくためには、男女がとも

に、生活(家庭生活)と仕事(職業生活)との調

和を図りながら、充実して生きていける環境の整

備が重要な課題となっている。最近では「ワーク

ライ7パランス」が労働時間との関係で強調され

るようになってきたが、配転、特に単身赴任を伴

う転勤の問題の解決も重要である。

日本では、正規従業員に対する長期雇用システ

ムを前提として、労働者の能力開発や複数職種の

経験により適材適所をみいだすためいわゆるロー

テーション人事としての異動や労働者の昇進、昇

格または、降格を実施するための異動、さらに工

場や事業所の拡張、縮小という経営上の必要性の

ための異動として、転勤が頻繁に利用されてきた。

そのため、転居を伴う遠隔地への転勤が増えるに

つれて、子供の教育、親の介護、家の管理などの

理由で家族と別居し単身赴任をせざるを得ないケ

ースが増加し続けている。

このような背景の下で配転に関する裁判例が昭

和30年代末から見られはじめ、 40年代以降現在ま

で膨大に教に達している。

周知のように東亜ペイント事件最高裁判決(最

二小判昭61. 7. 14労判477号6頁)は、本件単身

赴任を「通常甘受すべき程度のもの」と判示した。

また、 「職種・勤務場所に関する労働契約上の制

限」について判断をしたのが、日産自動車村山工

場事件最高裁判決(最一小判平元.12. 7労判554

号6頁)である。同判決は、長年の閥、機械工と

して就労した労働者に対してなされた組立ライン

への配転命令は、労働契約の違反にあたらないと

判示した。この二つの判決で確立された判例法理

が、その後の労働者の配転に重大な影響力をもっ

配転(転勤・単身赴妊}議選時研究

任に関する法的問題を労働法学の観点から考察す

るものである。

1.研究の動機

配転法理への最初のかかわりは、筆者のNTT

に在職中におきたNTT東日本(首都圏配転)事

件判決(東京地判平19. 3. 29労判937号22頁)と

NTT東日本(北海道・配転)事件判決(札幌地

判平18.9.29労判928号37頁)について関心をもち、

その調査・研究をすることからはじまった。

事件の発端となったNTTの平成13年リストラ

計画は、基幹業務を新設する県別子会社 (0S会

社)にアウトソースL、これらの業務に従事して

いた従業員約4万人(東西会社の社員や出向者を

合わせると約11万人)をOS会社へ移行させるも

のであった。移行にあたってNTTは、 50歳以下

の者はNTTからOS会社への在籍出向とする一

方で、 51歳以上の者については、 NTTを一旦退

職させて、賃金を地域によって15%から30%ダウ

ンしたうえでOS会社において再雇用するものと

した。

本配転事件は、 NTTが平成14年に、退職・再

雇用に応じなかった社員に巽職種・遠隔地配転の

配転命令を出したことに対し、原告らが、配転命

令権の濫用であり、違法・無効であると主張し、

地位確認と慰謝料の支払いを求めて全閏6箇所の

地裁に訴えを提起した事件である。

NTT東日本事件の東京地裁と札幌地裁の判決

は、配転命令権の濫用について、全く相反する判

断をしている。東京地裁判決は、配転について業

務上の必要性を認め、配転命令権の澄用を否定し、

無効確認請求を棄却した。しかし、札幌地裁判決

は、配転の業務用の必要性を否定し、配転命令権

の濫用を認め、原告らの慰謝料の請求を認容して

いる。このことから両判決を比較、検討すること

により、配転法理についての理解が深まると考え

たのが研究の動機である。

ことになった。 2.研究の構想

本稿はわが国で広く行われている転勤、単身赴 本稿において、筆者が取組む課題は次の通りで
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ある。

第1に、東亜ペイント事件及び日産自動車村工場

事件によって確立された配転法理の意義と問題点

を指摘する。

第2に、 NTT東日本でおきた三つの配転事件の

判決を比較、検討する。

第3に、 NTT東日本配転事件判決の検討から示

唆されること、そして残された課題について考察

する。

第1車事j倒の動向

第1節東亜ペイント事件最高揚判決に至るまで

の判例の傾向

全体的な流れとしては、初期の段階(昭和40年

後半まで)には、労働契約に職務内容・勤務場所

の特定を肯定し、配転命令を使用者の権限外であ

るか、配転拒否を理由とする解雇権の行使を権利

の濫用として無効とする判決が目立っている(秋

田相互銀行事件.秋田地判昭43. 7. 30労民集19

巻4号859頁、高知放送事件.高地地決昭44.11. 

15労民集20巻6号1476頁)。

例えば、職種を事務員と区別される作業員とし

て働いてきた原告に対し、人事課人事係に配置命

令を出し、これを拒否したことを理由に解雇した

日野自動車事件判決(東京地判昭42. 6. 16労民

集18巻3号648頁)では、一般に労働者をその職種

に限定して雇い入れた場合は、労働契約上労働者

の提供すべき労務の種類や内容がこれにより特定

されることとなり、後の職種の変更は、当事者双

方の明示もしくは黙示の合意によるべく、使用者

が労働者に対し、一方的に他の職種への異動を命

じ、異種の労務を要求することはできないとし、

「きような理由で解雇するのは会社の懇意にすぎ

るからー権利の濫用に該当する」と原告の地位確

認請求を認めた。

また、塚本総業事件(千葉地判昭35.12. 6労

民集11巻6号1397頁)では、不当労働行為を理由

とする転勤命令効力停止仮処分申請事件であるが、

栄転であるとの会社側主張に対し、判決は、共働
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きの妻を帯同すれば「妻は必然的に勤務先を失い、

一家の収入は減少し」逆に単身赴任すれば「債権

者は新婚後わずか8ヶ月余りの妻と別居すること

を余儀なくされ、且つ経済的にも生活が三重にな

ること」が認められるから栄転とはいえないと判

示し、申請を認容している。

しかし、ローテーション型の転勤が争われた呉

羽紡績事件(大阪地判昭37. 8. 10労民集13巻4

号898頁)では、同一企業に勤務する共働き夫婦の

夫に対する転勤であり妻は妊娠中であったが、判

旨は、夫婦とも「相当の精神的、経済的苦痛をう

けるであろうことも想像に難くないところである」

としながら「申請人らは共稼ぎをしている以上右

の程度の別居並びにこれに伴う精神的・経済的苦

痛は社会通念上に照らしこれを忍ばなければなら

ないと解するのが相当である」として、地位保全

の仮処分を却下している。

昭和50年代になると、雇用不安や配置転換の大

量化・多様化の影響で配転命令の規制の視点は薄

れ、使用者の配転命令の権限を認める方向が強ま

った。権利濫用法理についても、判例の傾向は次

第に消極性が目立ち、不当労働行為などの場合を

除いて権利濫用の主張は容易に認められ難くなっ

ていた o例えば、地元採用の勤続15年に及ぶ労働

者の遠隔地配転について争われた小野田科学工業

事件(福岡地小倉支決昭59. 7. 1労判234号46

頁)では、労働契約に基づく使用者の配転命令権

を認め、かっ、配転が「労働者の生活を根底から

覆す等の特段の事情」が存在しないかぎり、配転

命令権の濫用とはなりえないと判示している。

一方、転勤・単身赴任について、新谷教授によ

れば東Eペイント最高裁判決以前の判決の動向を

二つの潮流に分けることができるところ、第ーは、

労働者の精神的・経済的苦痛について、使用者の

業務上の必要性と同等ないしそれよりも高い価値

を認める潮流であり、第三は、一定の不利益を労

働者が甘受すべきとし、業務上の必要性に労働者

の精神的・経済的苦痛よりも高い価値を認める潮

流であるとされる九



第2節 2つの最高裁判決とその評価

1 東Eベイント事件(最二小判昭61. 7. 14労

判477号6頁)

(1) 事実関係と下級審判決

(ア)事件の概要

Xは、全国15カ所に事務所・営業所を有するY

会社に昭和40年に入社した後、大阪事務所に勤務

していたが、昭和44年に子会社に出向し、昭和46

年には神戸営業所に転勤した。 Xは、昭和48年に

広島営業所への転勤を内示されたが、母が高齢

(71歳)であり、保母をしている妻も仕事を辞め

ることが難しく、子供も幼少である (2歳)とい

う家庭の事情により転居を伴う転勤には応じられ

ないとして、これを拒否した。 Y会社はXのかわ

りにZを広島に転勤させ、その後任としてXに名

古屋営業所への転勤を内示したが、 Xが同様の理

由により拒否したところ、本人の同意が得られな

いままに転勤が発令された。 xがこれに応じなか
ったところ、就業規則所定の懲戒事由に該当する

として懲戒解雇された。 Xは懲戒解雇は無効であ

るとして、従業員としての地位の確認、および賃

金の支払いを求めて提訴した。

{イ)下級審の判決

一審(大阪地判昭57.10. 25労'f!IJ399号43頁)

は、契約内容として勤務場所を大阪に限定する合

意は成立していないとし、会社は協約・就業規則

の配転条項に基づき業務上の必要がある限り、一

方的に従業員に配転を命じることができるととも

に、従業員は正当な事由がある限り、右配転を拒

否できるものとする。本件においては、名古屋営

業所の主任の後任者として本人を転勤させる必要

があり、その限度で業務上の必要性はあったが、

「是非ともXでなければならない事情」はなく，

転勤の必要性は「それほど強いものでなかった。」

他方、 Xが名古屋営業所に転勤した場合には、母

親 (71歳)、妻 (28歳)、長女 (2歳)と別居を余

儀なくされ、 「相当の犠牲」を強いられること、

さらにXは、入社以来訴外会社に出向し、その後、

神戸営業所に転勤し、かつ転勤後2年4タ月しか

配転(転勤・単身赴妊}議選時研究

たっていないこと、等に照らして、上記転勤命令

を拒絶する「正当な理由Jがあり、本件転勤命令

は人事権の溢用として無効であるとともに、転勤

命令拒否を理由とする懲戒解雇もまた無効である

とした。控訴審(大阪高判昭59. 8. 21労判477号

15頁)も一審の判断を支持した。

(2) 最高裁判決の内容と問題点

(ア)判決の要旨

iYの労働協約及び就業規則には、 Yは業務上

の都合により従業員に転勤を命ずることができる

旨の定めがあり、現にYでは、全国に十数か所の

営業所等を置き、その聞において従業員、特に営

業担当者の転勤を頻繁に行っており、 Xは大学卒

業資格の営業担当者としてYに入社したもので、

両者の聞で労働契約が成立した際にも勤務地を大

阪に限定する旨の合意はなされなかったという前

記事情の下においては、 Yは個別的同意なしにX

の勤務場所を決定し、これに転勤を命じて労務の

提供を求める権限を有するものというべきである。」

「配転、特に転居を伴う転勤は、一般に労働者

の生活関係に少なからぬ影響を与えずにはおかな

いから、使用者の転勤命令権は無制約に行使する

ことができるものではなく、これを濫用すること

は許きれないが、当該転勤命令について業務上の

必要性が存しない場合、または業務上の必要性が

存する場合であっても、当該転勤命令が他の不当

な動機・目的をもってなされたものであるとき若

しくは労働者に対し通常甘受すべき程度を著しく

越える不利益を負わせるものであるとき等、特段

の事情の存する場合でない限りは、当該転勤命令

は権利の濫用になるものではないというべきであ

る。」

「右の業務上の必要性についても、当該転勤先

への異動が余人をもっては容易に替え難いといっ

た高度の必要性に限定することは相当でなく、労

働力の適正配置、業務能率の増進、労働者の能力

開発、勤務意欲の高揚、業務運営の円滑化など企

業の合理的運営に寄与する点が認められる限りは、

業務上の必要性の存在を肯定すべきである。」
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本件転勤命令については、業務上の必要性が優

に存在し、本件転勤がXに与える家庭生活上の不

利益は、転勤に伴い通常甘受すべき程度のもので

あるので、本件転勤命令は権利の濫用には当たら

ない。

(イ)判決の意義と問題点

本判決の意義は、配転・転勤に関する始めての

最高裁判決であり、転勤命令権が濫用となるか否

かの判断基準を示したことである。本判決は学説

的には必ずしもはっきりしないが実質的には、包

括的合意説に近い立場をとっていると解されるs。

そして問題点は、本件のような単身赴任という

不利益は「転勤に伴い通常甘受すべき程度」であ

って、権利濫用にあたらないとされたことである。

Xの家族は共働きの妻と扶養する高齢の母親と幼

い女児である。ごく一般的な会社員の家族が、突

然、一枚の配転命令書により不安な単身赴任の生

活に追い込まれる。これを最高裁は「通常甘受す

べき不利益」と言い切ったことから、以後約20年

間の労働者の家族分離の常態化・単身赴任の恒常

化が始まったのである九

次に判決が論理構造上、経営側に有利に仕組ま

れていることである。通常の企業であれば、就業

規則や労働協約を整備し、ローテーション人事を

実施している。したがって、合理的運営を行えば、

一般的に業務上の必要性は認定されることになる。

そして、業務上の必要性の捉え方にも問題がある。

最高裁と一審、二審との聞に違いがみられるのは、

業務上の必要性の理論的位置づけ及ぴ労働者の被

る不利益の捉え方である。ここには厳正な比較衡

量という考えは希薄で、長期雇用を保障している

のだから企業に従えという発想があると恩われる。

2. 日産自動車村山工場事件(最一小判平元 12.

7労判554号6頁)

(1)事実関係と下級審判決

{ア)事件の概要

労働者Xら7名はいずれも自動車の製造販売を

目的とする使用者YのA工場で機械工として、最
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も長い者で28年10ヵ月間、最も短い者でも17年10

ヵ月間にわたり稼働してきた。ところが、 Yは、

世界自動車業界の車軸小型化、駆動装置のFF化に

対応するため、従来A工場にあった車軸製造部門

をB工場等に移管し、 A工場において小型乗用車

を製造することとなったので、人員再配置計画に

基づきXらを単純反覆作業であるコンベアライン

作業へ配置換えした。そこで、 XらはYに対L、

A工場を就労場所とする機械工の地位にあること

の確認請求と右配置換えが不当労働行為であると

して不法行為に基づく損害賠償請求をした。 Yは、

本件配転における経営上の必要性及ぴ人選の合理

性等を主張した。

(イ)下級曹の判決

一審{横浜地判昭61. 3. 20 労判473号42頁)

Xらは雇用契約上「機械工をその職種として特

定」されていたのであるから、 Y社としては、 X

を配転する場合、機械工としての経歴、技能を十

分に酪酌し、通勤圏内にあるM工場を含む3工場

の他の機械工の経歴、技能をも考慮して、これら

の者との関連において他の機械職場に配置するこ

とが可能かどうかを検討し、できる限りその技能

を生かせる職場に配置するなど、 Xらの利益につ

いても十分配慮する措置が必要である。しかるに

Yはそのような配慮をしていないし、新職種は単

純で身体に厳しく機械職場に比し労働条件の劣悪

な職場であるから、本件配転命令権の行使は人選

の合理性を欠き無効である。

二審{東京高判昭62.12. 24労判512号66頁)

Yの就業規則には、 「業務上必要があるときは、

従業員に対し、転勤、転属、出向、駐在、又は応

援を命じることができる。前項に定める異動のほ

かに、業務上必要があるときは、従業員に対し、

職種変更又は勤務地変更を命じることができる。

従業員は、正当な事由がなければ第一項及び第二

項の命令を拒むことができない。」との規定があっ

た。 Yでは、 「本件配転前にも機械工を含めて職

種間の異動が行われた例のあることが認められ



る。」又、 「我が国の経済の伸展及び産業構造の変

化等に伴い、多くの分野で職種変更を含めた配転

を必要とする機会が増加し、配転の対象及び範囲

等も拡張するのが時代の一般的趨勢である。」これ

らの事情に鑑みると、 Yは、業務運営上必要があ

る場合には、その必要に応じ、労働者Xらに対し

てその個別的同意なしに職種の変更を命令する権

限を持っている。他方、本件配転により Xらに、

従業員として通常甘受すべき程度を著しく超える

不利益を負わされている証拠はない。

(2) 最高裁判決の内容と問題点

(ア)判決の要旨

XらとA株式会社若しくはB株式会社又はYと

の聞において、 Xらを機械工以外の職種には一切

就かせないという趣旨の職種限定の合意が明示又

は黙示に成立したものとまでは認めることができ

ず、 Xらについても、業務運営上必要がある場合

には、その必要に応じ、個別的同意なしに職種の

変更等を命令する権限がYに留保きれていたとみ

るべきであるとした原審の認定判断は、原判決挙

示の証拠関係に照らし、正当として是認すること

ができ、その過程に所論の違法はない。

(イ)判決の意義と問題点

本判決の最大の意義は、原告らが「機械工の募

集」に応募して、 「機械工として採用」され、以

後ずっと継続して「機械工として勤務」してきた

にもかかわらず、最高裁は労働契約上の「職務の

特定」がないと判断したことである。

使用者が労働者をいかなる範囲において指揮命

令して働かすことができるのかは、本来、労働契

約によって定まるところであり、それは契約締結

当時の状況やその後の過程によって判断されるも

のとされてきた三そして、一定の技能者ゃいわゆ

る「熟練工」といわれる者については、判例もそ

のような対応をしてきたと解される。しかし、本

判決は、採用時の状況やその後の過程を全く無視

して、 「機械工以外の職種には一切就かせないと

いう趣旨の職種限定の合意」はなかったと判断し

配転(転勤・単身赴妊}議選時研究

ている。しかし、採用時にこのような厳格な職種

の限定を契約内容に入れる会社はほとんどないと

いえよう。そうすると、使用者の配転命令権は当

然の前提となり、異職種聞の配転を含め、配転命

令を原則的に肯定し、後は権利濫用論の次元で処

理すればよいということになる。

また、配転命令権を認めたとしても、判定要素

として、 「業務上の必要性」と「労働者の被る不

利益性」との比較衡量が考慮されていないところ

に問題がある。 20数年間の「技能・経験」をまっ

たく無意味にしてしまうような配転は、労働者に

とってみれば、著しい不利益であることは明らか

である。

第3節東車ベイント事件最高裁判決以後の判例

の動向

東亜ペイント事件最高裁判決で確立された判例

法理は、以下の二つの最高裁判決によって強化さ

れた。一つは帝園臓器製薬(単身赴任)事件(最

三小判平11. 9. 17労判768号16頁)であるに事

案は原告Xが、転勤を命じられたことにより、同

じY会社で共働きの妻および3人の子供と別居せ

ざるを得なくなり単身赴任を強いられたとして、

転勤命令の違法性を主張し、転勤命令の無効確認

と債務不履行または不法行為による損害賠償を請

求した事件であるが、一審は、①組合員の転勤に

ついて組合の承認を得なければ発令できないとす

る労使慣行はなかった、②本件転勤命令は業務上

の必要性に基づくものであり、転勤に関する労働

者間の公平性および人選自体に不当な点は認めら

れない。③家族の二重生活による経済的、精神的

不利益の軽減、回避のためにYがとった措置が、

社会通念上求められる配慮すべき義務を欠いたも

のとはいえず、また、転勤先が新幹線で2時間の

場所であることからみれば、 Xの受ける経済的・社

会的・精神的不利益が、労働者において社会通念

上甘受すべき程度を著しく超えるものとは認めら

れない、④本件転勤命令が他の不当な動機・目的

をもってなされたものとは認められない、として

Xの請求を棄却した。
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控訴審は¢会社の人事異動の政策には合理性が

あり、②控訴人らが受けた経済的社会的精神的

不利益は、転勤に伴って通常甘受すべき範囲内の

ものであり、③転勤命令には本人の同意を要する

という労使慣行の存在も認めることができず、ま

た、④本件転勤命令により単身赴任を余儀なくさ

れたからといって、転勤命令が公序良俗に反する

ものとはいえず、転勤に関する労働契約や就業規

則の効力の解釈につき、 「家庭生活を優先すべき

であるとする考え方が社会的に成熟しているとは

いえない」として控訴を棄却した。そして最高裁

は控訴審の判断を「正当として是認できる」とし

てXの上告を棄却した。

次いでケンウッド事件(最三小判平12. 1. 28 

労判774号7頁)では7、東京都品川区に居住し、

目黒区のY会社本部から人王子事業所の同一部門

への異動命令を受けた女性従業員Xが、通勤時聞

が長くなって3歳の幼児の保育園送迎ができなく

なり、家庭生活も破壊される等としてこれを拒否

し、長期間 (36日間)出勤しなかったため停職

(後に懲戒解雇)処分を受けたことに対し、 Xは

Yに対して権利の濫用で無効と主張し、労働契約

上の地位確認、異動先での勤務義務不存在確認、

停職処分の無効確認および賃金請求をした。最高

裁判決は、①会社は、個別的同意なしにXに本件

転勤を命ずる権限を有していた、②転勤命令の適

法性については、一般論として、 「業務上の必要

性がない場合、不当な動機・目的に出た場合、労

働者に通常甘受すべき程度を著しく超える不利益

を負わせる場合など、特段の事情のない限り権利

の薩用に当たらない」旨判示したうえで、③本件

の異動命令については、業務上の必要性があり、

不当な動機・目的にでたものでなく、またXが負

うことになる不利益は必ずしも小きくもないが、

なお通常甘受すべき程度を著しく超えるとまでい

えない。したがって、他に特段の事情のうかがわ

れない本件においては権利の濫用とはいえないと

判断した。 r特段の事情」としてX側が主張した
と思われる、第二子妊娠の事実は、本件異動命令

以後のことであるとして退けている。④結論とし
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て、 Xが異動命令に従わなかったことを理由とす

る懲戒処分についての原審判断は正当として是認

しうるとして、上告を棄却した。

こうして、東亜ペイント事件最高裁判決で示さ

れた判断枠組みは、使用者の側に転勤の業務上の

必要性がある以上、不当な動機・目的がないかぎ

り、転勤によって単身赴任せざるを得ない家庭の

事情や、遠隔地配転となることによって育児が困

難となる家庭の事情は、労働者が通常甘受すべき

程度のものとされ、転勤の有効性を広く認めるの

が裁判の流れとなって定着した感がある。

第2章 NTT東日本毘転車件

ほじめに

本件リストヲの特徴は、 NTT(y)の基幹業

務である固定電話の保全・管理・営業等の業務を

新設するNTT出資100%の県別子会社 (0S会社)

にアウトソースし、これらの業務に従事していた

従業員約11万人 (NTT束・西の社員や出向者を合

わせた人数)をOS会社へ移行きせるとするもの

である。

移行にあたってYは、 50歳以下の者はYからO

s会社への在籍出向とする一方で、 51歳以上のも
のについては、 Yを一旦退職させて、賃金を地域

によって15%から30%ダウンしたうえでOS会社

において再雇用するものとした。

OS会社の業務開始は、平成14年5月1日とさ

れ、 Yは、同年3月31日時点の年齢が50歳以上の

従業員に対し、同年1月18日までに、同年5月以

降の雇用形態、処遇体系を選択し、 『雇用形態等

選択通知書』をY宛提出するよう社長通達により

命じた。

その内容は、 OS会社に雇用される以下の三つ

の型のうちいずれかを選択するというものであっ

た。

一つ目は繰延型で、 Yを退職しOS会社に再雇

用され、 60歳定年まで勤務した後、最長の65歳ま

で契約社員として雇用が維持される。勤務地は当

該都道府県内に限定きれ、給与手当等は15ないし



30%低下するが、 OS会社における退職手当及び

契約社員期間における給与加算によって最大約60

%程度が保障される処遇内容であった。

ごっ目は一時金型で、雇用形態としては繰延型

と同様であるが、所定内給与が15-30%低下する

ことに対する激変緩和措置として、当該OS会社

における退職手当およびY社の退職一時金を加算

し、 OS会社において減額される分の最大50%を

支給する形態である。

三つ目は満了型で、子会社への雇用継承を希望

せず、 Yでの雇用の継続を求めるものであり、全

国的な転勤もあり得る形態である。なお、いずれ

の雇用形態も選択しない場合は、満了型を選択し

たものとみなされた。

本件原告らは、 OS会社への退職・再雇用を望

まないと雇用形態選択通知書を提出せずYに残っ

た。その結呆、各地で異職種・遠隔地配転が実施

され、配転を命じられた労働者30人が、配転命令

の無効確認と慰謝料を求めて、札幌、東京、静岡、

名古屋、松山、福岡の6地裁に提訴した。

第 1節. N T T東日本(北海道 '11転)事件{札

幌地判平18. 9. 29労判928号37買}

【事件の概要】

1 本件の原告らは、 Yに勤務する従業員、あ

るいは元従業員である。原告Xa-XeがYの原告

らに対する配転命令は違法で無効であるとして、

各配転命令によって生じた精神的苦痛に対する慰

謝料各3∞万円の賠償を求めた事案である。

原告らは昭和37年から昭和43年までの聞に電電

公社に採用され、平成11年7月以降は、 Yに雇用

関係が承継されている。 Yは従業員に対して、平

成14年3月31日の時点の年齢が50歳以上59歳以下

の者については、平成14年5月以降の雇用形態お

よび処遇体系を選択し、雇用形態選択通知書を提

出するように告知し、繰延型・一時金型・満了型

の三つの型のうちいずれかを選択することを求め

た。

2 原告らは雇用形態選択通知書を提出せず、

Yに残った結呆、 Y北海道支腐は研修の後、 Xaを

配転(転勤・単身赴妊}議選時研究

札幌市内のお客様サーピス部門116センターから苫

小牧法人担当業務へ、 Xbを札幌のエリヤ営業部

門から室蘭支底の営業総括担当へ、 Xcは小樽営業

センターから函館営業支庖SE担当に、 Xdは札幌

の電報部門営業担当から釧路支底の営業総括担当

へ、 Xeは札幌116センター加入権担当から東京に

あるNWソリューションセンタ推進担当に転勤し、

さらに平成15年4月1日付で東京支唐営業企画部

光1P販売プロジェクトに異動した。

[判旨】

「本件において，勤務地，職種の限定の合意等

が認められないとしても，配転，特に転居を伴う

配転は，労働者の生活関係に影響を与えるから，

使用者による配転命令が無制約に許されることに

はならない。そこで，当該配転命令につき業務上

の必要性が存しない場合又は業務上の必要性が存

する場合であっても，当該配転命令が他の不当な

動機，目的をもってされたものであるとき若しく

は労働者に対し通常甘受すべき程度を著しく越え

る不利益を負わせるものであるとき等，特段の事

情の存する場合，当該配転命令は，権利の濫用と

なる。そして，業務上の必要性は，当該配転先へ

の配転が余人をもって容易に替え難いといった高

度の必要性に限定されず，労働力の適正配置，業

務の能率増進，労働者の能力開発，勤務意欲の高

揚，業務運営の円滑化等の使用者の合理的運営に

寄与する点があれば，認められると解される。」

「上記の業務上の必要性等は，労働者ごとに異

なるものであるから，原告らについても，個別に

判断する必要がある。そこで，原告らにおいて，

権利濫用に当たる配転命令がされたかにつき，一

個別的に検討する。」

Xaは，本件配転前は札幌116センタでCUST

OMを用いて仕事をしていたが，同センタでのC

USTOMを使った業務は，主に個人を顧客とす

るものであったのに対し，苫小牧営業支唐では法

人を顧客としており， XaがCUSTOMに精通し

ていたとまではいえないこと， Yの従業員である

AMに対する対応につき，販売経験という顧客へ

15昔
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の対応経験が特別に必要であるとは考えられず，

また， 同支庖で秘書サポート業務に従事して

いた従業員について販売経験があることは格別重

要視されていなかった旨のY従業員である証人J

の証言を加えて考えれば， Xaを同支底に配転した

ことは労働力の適E配置であったと認めることは

できない。一一ーまた， Xaは， CUSTOMに精通

しておらず， Xaを苫小牧に配転したことにより業

務の能率が増進したり，業務運営が円滑化したと

は認められない。 さらにXaの勤務意欲の高揚

といったYの合理的運営に寄与する点も認められ

ない。これらのことからすれば， Xaにつき，本件

配転の業務上の必要性は認められない。」

損害については、 「本件配転命令によるXaの苫

小牧への異動は転居を伴うもので，その家族関係

に影響を及ぽすものであり，それによってXaが精

神的苦痛を被ったことは容易に推認することがで

きる。一ーその他，上記認定の本件配転によるXa

の苫小牧での生活の期間や態様等の各事情を勘案

すれば，本件配転命令によってXaの被った精神的

苦痛に対する慰謝料は， 50万円とするのが相当で

ある」。

Xbは， r本件配転後， --Lモードの販売促
進の企画業務を担当をしていたことが認められる。

しかし，当時同支脂でLモードにつき販路拡大等

に力を入れており，そのためにXbに対する本件

配転がされたのであれば，その販売戦略等につき

上長等から具体的な指示をしたり，販売の企画や

調査の報告書を作成させた上で問題点等を検討し

合うといった方策が採られるのが一般的であると

ころ， Xbに対しては， Lモード販売に関する調

査等につき書面による指示はなしかっ，販路拡

大について漁協以外特に具体的な指示がされてい

ないこと，調査等の結呆につき書面による報告も

させていないこと等からすれば， y (室蘭営業支

唐)がXbにLモードの販売担当として期待をし，

同販売につき適任と考えていたと認めることはで

きない。」

したがって， ryの主張を採用することはでき
ず， Lモード販売につき適任であるとの理由のほ
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かにXbが室蘭営業支庖に配転きれなければなら

ない特別な理由を認めるに足りる証拠はないこと

からすれば，本件配転につき労働力の適正な配置

がされたと見ることはできない。」

損害については、 「本件配転命令によるXbの

室蘭への異動は転居を伴うもので，その家族関係

に影響を及ぼすものである。そして， Xbは，本

件配転命令を受けた時点で既に相当高齢であり，

その生活上の不便を感じ，寂しい思いをしたであ

ろうこと， 自宅の管理にも支障を来し，不安

を感じたであろうことは容易に推認することがで

きる。本件配転命令によってXbの被った精神的

苦痛に対する慰謝料は50万円とするのが相当であ

る」。

Xcは、 「本件配転までのXcの職務は，伝送，

無線設備，専用線の開通，保守作業等のいわゆる

現場での仕事であり，システムモデルの提案やコ

ンサルティング等の内容は含まれず， Xcが同支底

のSE担当の業務に適任であったとは言い難いこ

とからすれば， Xcにつき，本件配転により労働力

が適正に配置されたとは認められず，本件配転に

より業務の能率増進等のYの合理的運営に寄与す

る点があったとも認められない。 したがって，

Xdこっき本件配転の業務上の必要性は認められな

い。」

損害については、 「本件配転命令によるXcの函

館への異動は転居を伴うもので，その家族関係に

影響を及ぼすものである。そして， Xcは，本件配

転命令を受けた時点で既に相当高齢であり，初め

て住む函館において，その生活上の不便を感じ，

寂しいJ思いをしたであろうこと，自らの健康管理

にも不安を覚えたであろうことは容易に推認する

ことができる。 本件配転命令によってXcの被

った精神的苦痛に対する慰謝料は50万円とするの

が相当である」。

Xdは、 「釧路営業支底は北海道支庖に対して、

営業総括担当として営業の企画，提案や顧客の接

客経験がある人材を要請していたことが認められ

る。しかし， 同支唐が要求していた人材はXd

でなくともよかったものと考えられる。一-Xd



が営業訟括担当として業務を適切に行っていたと

は認められず， Xdの本件配転につき，労働力が

適正に配置されたと認めることはできないし，本

件配転により業務の能率増進等のYの合理的運営

に寄与する点があったとの事実を認めることもで

きない。」

損害については、 「釧路への異動は転居を伴う

もので，その家族関係に影響を及ぼすものである。

そして， Xdは，妻が軽いうつ粛に樫息しており，

本件配転命令によってXdが釧路に赴任した後も

妻は治療のため札幌に残ることとしたが，妻がそ

の後体調を崩し，釧路に転居することになる一方，

それまで社宅で同居していた長女も札幌市内でア

パートを借りて転居しなければならなくなり，こ

れらのためYから支給される移転費用を超える支

出をするなど経済的にも不利益を受け，また，札

幌市内で予定していた自宅の建築計画も中断せざ

るを得なくなったもので，これらによって， Xd 

が精神的苦痛を被ったことは容易に推認すること

ができる。本件配転命令によってXdの被った精

神的苦痛に対する慰謝料は50万円とするのが相当

である」。

Xeは、 rNWソリューションセンタでの業務

はXeのスキルと適合していたことが認められ，

本件配転に業務上の必要性があったと認めら

れる」しかし、その後 r1 Pプロジェクトに配転
されたが，その業務内容の主なものは，一ータL販

活動で，いわゆる足で稼ぐ仕事であり，相応の体

力が要求される業務であったところ，このような

業務を比較的高齢で，頚椎に障害のあることが判

明していたXeに行わせる必要性があったと認める

べき証拠はなしこの配転を労働力の適正な配置

と認めることはできない。また，この配転により

能率の増進等， Yの合理的運営に寄与する点、があ

ったとの事実を認めることはできない。」

rXeの父は，身体障害者等級1級，要介護3の

身体障害を持っていること，母も足の障害を持っ

ており，父を肉体的に支えることは困難であった

こと等からすれば，本件配転当時， Xeの両親につ

いて介護の必要性が存在していたことは明らかで

配転(転勤・単身赴妊}議選時研究

ある。 配転障害事由としての介護の必要性は

大きし一一配転においても，労働者が通常甘受

すべき程度を著しく超える不利益を負わせるもの

であり， YとしてはXeを，両親の介護をしやすい

苫小牧へ配転させること等を配慮すべきであった

(育児介護休業法26条参照)といえる。」

損害については、 「本件配転命令によるXeの東

京への異動は転居を伴うもので，その家族関係に

影響を及ぽすものであり，特に両親の介護に与え

た影響は大きなものがあり，それによって， Xeが

精神的苦痛を被ったことは容易に推認することが

できる。 東京での生活の期間や態様等の各事

情を勘案すれば，精神的苦痛に対する慰謝料は100

万円とするのが相当である」。

第2節， N T T東日本{首都圃E転)事件(東京

地判平19.3. 29労判937号22頁)

【事件の概要】

本件は、原告 (Xa-Xi) ら9名が、 Y(NT 

T)のグループ r3カ年計画」に基づく業務運営

形態の見直しによりつくられた都道府県別の子会

社 (0S会社)への退職・再雇用を拒絶し、雇用

形態選択通知書を提出しなかったために、 Yから

満了型を選んだとみなされ、平成14年7月1日付

け又は同年8月1日付で、北海道、宮城県、山形

県、群馬県、新潟県等から首都圏に配置転換され

たことに対して、原告らへの配転は、①労働契約

による勤務場所及び職種の限定に反する、②配転

命令権を濫用して行われたものである、③ILO

条約その他の法令や労働契約上の付随義務に反す

る、④不当労働行為に該当する、などにより無効

であるとして、口頭弁論終結時における勤務先で

勤務する労働契約上の義務がないことの確認を求

めるとともに、不法行為に基づく慰謝料の請求を

した事案である。

[判旨]

①勤務場所・職種の限定について

就業規則に配転条項が置かれていること、原告

らが採用時に就業規則の遵守にかかる誓約書を提
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出していることなどを指摘して、勤務場所や職種

を限定する合意や慣行が存在したとは認められな

いとした

②配転命令権の濫用について

本件配置転換については、いずれも業務上の必

要性が認められ、各配転が不当な動機・目的をも

って行われていないとし、そのうえでXa-Xiに

ついて、個別に検討を行い、原告らは、いずれも、

配転に具体的な支障を有していたとはいい難いし、

配転の結果、原告らに生じたという不利益も、主

に原告本人や家族の寂しきゃ日常生活上の不便を

いうものにすぎず、証拠上、子の監護養育や親の

介護に具体的な支障を生じたとまで認められる原

告はいなし」もっとも、前記のような不利益であ

っても、単身赴任や遠距離通勤を強いられたこと

によって生じた不利益であることは否定できない

のであるから、これらの不利益は可能な限り避け

ることが望ましい不利益であることはいうまでも

ないところである。しかし、 「我が国労働者の労

働環境に照らし、長期間雇用される聞において、

単身赴任や遠距離通勤を余儀なくされる期聞が生

じたとしても、そのことのみで配転が不当と解き

れないことからすれば、原告らに認められる不利

益の程度が配転に伴い生じることが想定される不

利益の中でも大きなものであるとは解きれない」

そして、 「原告らに対する配転は、余人をもって

替え難い配転でなかったとしても、移行対象業務

に従事していた原告らを配転する必要性は高く、

その配転先として、首都圏が候補とされたことに

も業務上の必要性が認められることからすれば、

原告らに生じた前記の程度の不利益は、配転に伴

い労働者が通常甘受すべき程度の不利益というほ

かなしこれらの不利益を根拠として、具体的に

行使された配転命令権を権利の濫用として無効と

するには足りないというほかはない」として、権

利濫用を否定した。

③本件毘転命令は条約・法令や労働契約上の付随

義務に違反するか。

11 L 0勧告は、憲法98条z項の、確立された
国際法規ではなしその内容に違反した行為が、

l品2

ILO勧告を法源として無効とされる余地もない」

とし、育児介護休業法26条について、同条は、

「事業主は、その雇用する労働者の配置の変更で

就業の場所の変更を伴うものをしようとする場合

において、その就業の場所の変更により就業しつ

つその子の養育又は家族の介護を行うことが困難

となることとなる労働者がいるときは、当該労働

者の子の養育又は家族の介護の状況に配慮しなけ

ればならない」と定めるのみで、同条所定の事情

がある労働者の転居を伴う配転を直接的に制限す

るものではないから、同条を根拠に個別の配転を

無効と解することはできないというほかない。」ま

た、 「この点を措くとしても、 Xc、Xd、Xe、

Xf.、 Xg、Xhには、そもそも養育が必要な子は存

在しないし、家族の介護についても、その家族に

は介護が必要でないか、必要としてもその程度は

低いものにすぎないことは前記認定のとおりであ

る。」また、 IXa、Xb及びXiの子もその年齢や

同人らには同居の夫や妻がいることに照らし、遠

距離通勤を強いられることにより養育に困難な状

態が生じる状態であったとも解きれない。これら

の事情からすれば、具体的な配転命令権の行使が

権利濫用か否か判断する際に、育児介護休業法26

条の趣旨を考慮するのが相当であるとしても、本

件各配転につき、育児介護休業法26条違反の問題

は生じない」と判示した。

④不当労働行為について

本件各配転について「原告らが通信労組に加入

していることを理由として行われたものと認めら

れない」と否定し、原告らの請求をいずれも棄却

した。

第3節.商判決の検酎

1. N T T東日本E転事件・両判決の特徴

両判決とも東亜ペイント事件最高裁の判断枠組

みを用いているが、札幌地裁判決は、 Y社におけ

る構造改革により、本件配転には高度の業務上の

必要性があるとのY社側の主張について、 Xaらの

個別的事情は酪酌きれなければならないから、本

件構造改草の必要性があるだけでは本件配転の業



務上の必要性があることにはならないとして、個

別判断をした結呆、業務上の必要性を否定した。

またXeについては両親の介護の必要性を認め、労

働者が通常甘受すべき程度を著しく超える不利益

を負わせるものであり、 Y社としてはXeを介護し

やすい苫小牧へ配転させること等を配慮すべきで

あったとした。結論として、本件のおける配転命

令はいずれも権利濫用であり、違法であるとして

原告らに対しての慰謝料を認容した。

一方、東京地裁判決は、本件配転の必要性につ

いて、子会社への外注委託により各人の職務がな

くなったという事情や各人の適性などに言及して、

本件配転は労働力の適正配置に適うもので、業務

上の必要性を認められるものであったとした。ま

た、本件各配転がその目的・動機において不当で

あるといえないとし、原告らの不利益についても、

私生活上の不利益についても、職業生活上の不利

益についても、通常甘受すべき程度の不利益にす

ぎないとした。結論として、配転命令権の濫用を

否定し、配転無効確認請求を棄却した。

2.配転命令権の根拠および性質

入社時に労働契約で勤務場所を限定した場合に

は、本人の同意がなければ転勤命令は無効となる。

近年増えている契約杜員・パートタイム労働者・

勤務地限定社員など長期雇用を予定しない労働者

については勤務地限定の黙示の合意が認められや

すい。しかし、全体としては、労働契約において

勤務地限定の合意があったかどうかの判断につい

ては容易にこれを認めない傾向が続いている九

職種の限定についても、採用時に職種内容を特

定する合意が成立している場合は、使用者は一方

的な命令によって変更することはできないに

ところで就業規則において臨転を轟務づける条

項が多い。この点は、業務命令権との関連で総合

精密検診の受診命令の適否が争われた電電公社帯

広局事件最高裁判決(最一小判昭61. 3. 13労判

470号6頁)では、使用者が当該具体的労働契約上

いかなる事項について業務命令を発することがで

きるかという点についても、関連する「就業規則

配転(転勤・単身赴妊}議選時研究

の規定内容が合理的なものであるかぎりにおいて

それが当該労働契約の内容となっている」と判示

している。しかし、就業規則で個々人の労働者の

配転を一般的に広く義務付けることは問題が多い

と考える。

以上をふまえて本件につき考えると、旧電電公

社は社員採用に、本社採用のほか、各電気通信局、

電気通信部、電報電話局で採用していた。原告ら

と同時期の募集要項によれば、電話局、中継所に

採用するとの記載がある。例えば電話交換手につ

いては受験資格として「桐生、太田、 ・・・・・・に居

住するもので、桐生、太田、渋川の各局に通勤可

能の者とします」と記載し、採用予定の電報電話

局から通勤可能の範囲に自宅があることが課され

ている。また、応募も職種ごとの応募となってい

る100東京訴訟原告Xeは証拠として雇用通知書や

辞令書等を提出しているが、雇用通知書は北海道

電気通信局長名で出されており、雇用場所として

旭川電話局と明記きれ、辞令については全て旭川

電話局長名で出されている。これらの事実からす

れば、地方出先機関において採用された社員は、

当該地方で職種を限定して勤務することが前提と

なっていたと解される。

また、 Yにおける杜内慣行という点から見ても、

原告らと同様の職種で就労している現地採用の一

般従業員らが、一方的に全閏配転・広域異動の対

象となるということは、本件配転以前には無かっ

たか、有ったとしても異例の転勤であったと解さ

れる。いわゆる平社員は、原則として同一地での

勤務が続くことが明らかとなっているといえる。

他方で、転勤があるのは、上位職への任用、本人

の希望、事業所の廃止といったケースに限られて

いる。このような会社都合での異動の場合は、本

人の意向を踏まえ、同意を得ることが慣行となっ

ていたと考えられる。このような長年に渡る配転

前の同意取得の慣行から、現地採用の平社員に対

しては、一方的に無限定な配転命令権を行使する

ことはできないとの双方の規範意識が認められる。

したがって、労働契約の内容として、または労使

慣行11として、勤務地・職種限定がなされていた
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と考えられる。

3.権利濫用法理による規制

東亜ペイント事件最高裁判決は配転命令の有効

性について、次のような判断枠組みを示した。①

業務上の必要性が存しない場合、②業務上の必要

性が存在しても他の不当な動機・目的を持つてな

された場合、あるいは労働者に対して通常甘受す

べき程度を著しく超える不利益を負わせる場合に

は、配転命令権の濫用となる。

この業務上の必要性について最高裁の判断枠組

みは「当該転勤先への異動が余人をもっては容易

に替え難いといった高度の必要性に限定すること

は相当でなく、労働力の適正配置、業務の能率更

新、労働者の能率開発、勤労意欲の高揚、業務運

営の円滑化など企業の合理的運営に寄与する点が

認められる」かぎりは、業務上の必要性は肯定さ

れるとする九

次に労働者の不利益性については勤務場所の変

更の場合、転居をともなうか否かにより、労働者

の不利益の程度に大きな違いがある九

これを本件についてみると、東京地裁判決は配

転の必要性について、 「本件構造改革による新会

社への業務の外注委託により、 Yには原告らの担

当業務がなくなったのであるから、一一原告らが

配転の対象となることはやむを得ない。従前の身

分のまま在籍し続けることとなった原告らにとっ

て、適性が高いといえる職場は自ずと限定される

のであるし、 原告らの配転の業務上の必要性

を検討する際に、一一従前従事していた職務が会

社内に存在していた場合と比して、より緩やかに

判断されることはやむを得ないことである。」とし

ている。また、原告らを在職出向きせなかった理

由として、 「そもそも、満了型を選択した社員を

地元の新会社に在籍出向させたのでは、本件構造

改革の中核である雇用形態の選択制度にも沿わな

い。 yが、原告らについて、地元で設立され

た新会社への在籍出向を認めなかったことには、

合理性が認められるというべきである。」とし、原

告らの個別事情について検討した結果、いずれも
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業務上の必要性が認められると判断した。

この判決の問題点の第一は、雇用継続者に対し

て担当業務がなくなったことを理由に、強制的に

満了型とし、配転に闘して要件該当基準が緩やか

でよいとすることには合理性が無いことである。

そして第二に、一方的に決め付けた満了型社員だ

けに遠隔地配転という不利益を課すという差別的

懲罰的人選まで認容するという二重の誤りをして

いることである。

また人選の合理性についても、 IPTの中心は

50歳以下で、退職拒否者は手伝いや会議のテープ

おこしなどを担当させられたJ 155歳になるまで、

まったく営業経験が無く、吃音障害がある者を営

業担当に配置したJ1原告らの中には経験者や高

スキル者も多いのに、何故かスキJレに関係ある業

務からはずされ、非効率的な飛び込み営業にまわ

されたJ1配転先の部暑から 1年もしないうちに、

まったく今までのスキルに関係の無い部署に異動

きせられた」等の、原告らの主張からすれば合理

性に疑問を感じる。全体として、本件配転命令は

業務上の必要性はあるとはいえないと判断せざる

を得ない。

次に、不当な目的・動機との関連について、東

京地裁判決は配転の目的について、 「本件各配転

は、各原告の個別的な事情をも考慮した上で各配

転の必要性が肯定されるとしても、原告らが雇用

形態選択により退職・再雇用を選択しなかった結

果として実行されたという面を否定できない。そ

うすると、仮に、このような雇用形態の選択制度

の内容・手法が不当であると評価されるのであれ

ば、退職・再雇用を選択しなかったことによって

実行されたということもできる本件各配転は、そ

の目的において、不当とみるべき余地がある」と

して、公正な判断の必要性をアピールしながら、

結果として、配転命令権の濫用を否定している。

しかし本件配転は、退職・再雇用へと従業員を導

入するための脅しとして用意され、満了型選択者

に対しての報復として強行されたもので、不当な

目的・動様である可能性が強いと判断せざるを得

ない。そして、それは同時に、平成14年度以降も



毎年実施される雇用形態選択制度において、退職

再雇用を選択しないものに対する見せしめという

狙いもあわせ持っていたと考えられる。

その極端な例として「玉っき配転・入れ替え配

転」がある。例えば北海道において、札幌地裁原

告Xeは、平成13年1月より、担当業務の集約に伴

い、苫小牧から札幌へ片道2時聞かけて通勤して

いたが、今回Xeを東京へ配転して、苫小牧から訴

外F (51歳)を札幌へ配転、そして札幌からXaと

訴外G (57歳)を苫小牧に「入れ替え」配転した。

このようなことは全国で行われ、本件東京地裁で

も、原告Xaを群馬支底法人営業部から埼玉支盾へ

配転し、訴外Tを長野支唐から群馬支底へ、そし

て訴外Sを埼玉支庖から東京への「玉突き配転」

をしている。 Xa、訴外T、sに共通しているの
は、退職再雇用を拒否して会社と雇用を継続した

通信労組の組合員ということである。

労働者の受ける著しい不利益性については、 51

歳以上という年齢は、新しいことに適用するには

極めて不利な年齢である。とりわけ、技術革新が

異常なスピードで進むIp.ブロードパンドの分野

においては、電話関連の業務に長年従事していた

者がどんなに努力しでも、基礎的知識の習得すら

おぼつかなく、ついていくのが難しい。これは、

本人の努力不足に起因するものでは決してなし

「スキル等アンマッチ」であることを承知で配転

を行った結果にほかならない。

東京地裁判決では、遠距離通勤について、 2人

の女性が片道2時間の通勤を強いられた。 51歳以

上の労働者の遠距離通勤は、屈強な若者や社年者

が行う場合とは違った考慮が必要である。 51歳以

上は、筋力や足腰が弱り、疲労やストレスが蓄積

しやすい年代である。特に女性にとっては、体力

的に長時開通勤はつらいものがある。しかしなが

ら、判決は、 Xbは朝6時50分に家を出て、午後

7時40分頃には帰宅していたのだから「通常甘受

すべき程度を著しく超えるものであったとはみと

められない」としている判示し、 Yは、これを回

避しようともせず、原告らについては退職まで、

このような通勤をさせ続けさせようとしている。

配転(転勤・単身赴妊}議選時研究

また、単身赴任の不利益も重大である。原告Xh

は単身赴任を余儀なくされ、胃潰蕩を患い、不安

な生活を強いられており、 Xfは千歳に高齢の母を

残して単身赴任したが、母の介護のため妻が長い

間努めていた保育所を退職せざるを得なくなった。

また、 Xgは80歳をすぎる両親の介護の必要性を

Yに訴えたが、認めらず、単身赴任中に両親は相

次いで亡くなっている。判決は、これでもまだ、

「通常甘受すべき程度を著しく超える」とは認め

られないとしている。

東亜ペイント事件は、大卒採用社員・営業職の

ローテーション人事であった。しかし、本件配転

はリストラ・アウトソーシングによる雇用調整の

ための転勤であり、 51歳以上の原告らに対して、

遠距離通勤ないし単身赴任という生活上の不利益

と異職種配転という職業上の不利益とを一体不可

分のものとして組み合わせて同時に負担させるも

のであった。遠距離通勤や単身赴任という生活上

の不利益は、それだけでも、多大のストレスの要

因になるものとされている。他方、職種転換、転

勤等で、仕事や職場が変わることは、いわゆるメ

ンタルヘルスを引き起こすストレス要因の典型例

となっている。本件配転は、この両方を同時に、

しかも、エンドレスに51歳以上の労働者に強いる

ものと考えられる。

他方、札幌地裁判決は、単身赴任を「通常甘受

すべき程度」のものとした最高裁判断に対し、見

直しの必要性の意思を示したかのように思える。

これまでローテーション型であれ、不当労働行為

型であれ、合理化型であれ、全て東亜ペイント事

件最高裁判決の判断枠組みに当てはめ、事実上、

転勤を無制約に肯定してきた判例の流れにプレー

キをかけたと考えることも可能である。

ところで、業務上の必要性の判断のためには本

件構造改革の問題点も指摘する必要がある。本件

雇用形態選択制度には、労働者の転籍及び労働条

件の不利益変更という観点から問題がある140

本件リストヲは、労働者自身がYから退職して

賃金の低い05会社へ再就職するという選択をし

たことをもって、この不利益変更禁止法理の適用
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を免れようとしている。

また、 「自由意思による退職・再雇用の選択」

の問題については、判決は「いかなる雇用形態・

処遇形態を選択するかは、あくまで杜員の自由に

委ねられている」と強制15を否定しながら、一方

でYの「助言J1誘導」を認めている。しかし現

実は、 10 S会社を選択しなければ現在の職場に

残ることはできず、これまでのような異動とはこ

となり全国配転を受けることになり、今までの仕

事は与えられない。新しい職場での仕事は高度の

専門知識が必要で、厳しい評価に基づく成果主義

賃金の徹底が控えている」と退職・再雇用の選択

を求めている。 OS会社選択の後には重大な不利

益が待っている。もし、選択が一般労働者にとっ

て、通常はイエスといいかねる程に不利益なもの

であれば、自由意思で不利益な道を選択すること

は一般にはありえない。したがって、 「遠隔地配

転・つらい仕事・冷たい対応」を説明し、 OS会

社への選択を執鋤に「助言・誘導」したと解す

る16。

第3章判決から示唆される今後に薦された隠居

今後毘転法理を考える場合に留意すべき事項と

して以下がある。

第一は、業務上の必要性判断の仕方である。東

亜ペイント事件最高裁判決が出るまでは、まず、

使用者に転勤を命じる権限があるかどうかを調べ、

次に、配転(転勤)の業務上の必要性と私生活上

の不利益を比較衡量し、後者の程度が著しく大き

い場合には当該転勤を濫用と判断する見解が一般

的であった。

最高裁の判決以後は、業務上の必要性と私生活

上のパランスではなく、前者が認められない限り

は(実際はほとんどの場合必要性は認められる)

よほど特別な事情がなければ濫用と解きれないこ

ととなった九また、業務上の必要性については、

「余人をもって容易に替えがたいといった高度の

必要性」に限定されず、 「労働力の適正配置、業

務の能率増進、労働者の能力開発、勤務意欲の効
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用、業務運営の円滑化等の使用者の合理的運営に

寄与する点があれば、認められると解される」と

の東亜ペイント事件の判断枠組みを用いて、業務

上の必要性が認められる例が多かった。

本件配転は大卒採用の営業社員に対するローテ

ーション人事とはまったく違うリストヲ配転であ

る。業務上の必要性は少なく、単身赴任による不

利益は大きく、転勤に伴う昇進・昇格などまった

く無縁であり、ただ一方的に不利益のみを受けて

いる。

このようなリストラ・合理化型の配転に、ロー

テーション型の配転理論を当てはめることに疑問

があり、事案に即した新たな配転法理の構築が求

められる。

第二は、ワークライフバランスと法体系の整備

の必要性である。前掲帝圃臓器製薬(単身赴任)

事件最高裁判決は、転勤命令の効力を有効とし、

損害賠償請求については否定したが、「転居を伴う

転勤は、一般に、労働者の生活関係に影響を与え、

特に、家族の病気の世話、子供の教育・受験・持

ち家の管理、配偶者の仕事の継続、赴任先での住

宅事情のやむおえない合理的な事情がある場合に

は、これが労働者に対し、経済的・社会的・精神

的不利益を負わせるものであるから、使用者は労

働者に対してこのような転勤を命ずるに際しては、

信義則上、労働者の右不利益を軽減、回避するた

めに社会通念上求められる措置をとるよう配慮す

べき義務がある」と判示した。

最近は共働きの増加や少子高齢化社会の進行な

ど、労働生活や社会生活を取り巻く環境が大きく

変化してきていることから、法律の整備も進んで

いる。例えば、改正男女雇用機会均等法では、事

業主は労働者の配置、昇進および教育訓練につい

て、労働者が女性であることを理由として、男性

と差別的取扱いをしてはならない(同法6条)と

規定し、通達(平lO. 6. 11基発168)は「配置と

は従事すべき職務の内容および就業の場所を主要

な要素とするものであること」と規定している。

そのうえで補足意見は、育児中の女性労働者に対

しては、安易に遠隔地への転勤を認められるべき



ではないと述べている。

また、 2001年には育児介護休業法が改正され26

条では、 「事業主は、その雇用する労働者の配置

の変更で就業場所の変更を伴うものをしようとす

る場合には、この養育または家族の介護を行うこ

とが困難となる場合は、その労働者の子または家

族介護の状況に配慮しなければならない。」と規

定している。指針(平14. 1. 29厚生労働省告示

13号)では、配慮すべき内容として、①労働者の

子の養育または、家族介護の状況を把握すること、

②労働者本人の意向を酪酌すること、③配置の変

更で就業場所の変更を伴うものとした場合、子の

養育または家族の介護の代替手段の有無の確認行

うこと等を例示している。

その他にも1999年に男女共同参画社会基本法、

2003年には少子化対策法、次世代育成支援対策推

進法が制定されている。国際的には、 1981年に採

択された1L 0156号条約(男女労働者、特に家族

的責任を有する労働者の機会均等および均等に関

する条約)に闘する165号勧告では、転勤の場合に

は家族的責任および配偶者の就業場所、子を教育

する可能性等の事情を考慮すべきであるとされて

いる。

近時、いくつかの下級審判例が「業務上の必要

性」を肯定しながら、 「通常甘受すべき程度を著

Lく超える不利益」の有無の判断について，家庭

生活への配慮がないことを理由に配転を権利濫用

としているのは、家庭生活と労働生活の調和(ワ

ークライフパランス)を考慮しているからであ

る180

しかし一方では、実定法が対象としない(9i!童

の教育環境、予防介護、病弱な親族、扶養の個別

事情等)部分について、現実には担当する裁判所

によっては救済きれない可能性もある。例えば、

滝川から苫小牧に単身赴任をした札幌地裁原告Xa

(女性)は、 「本件配転命令の時点では両親の介

護に関し本件配転によって大きな影響を受けたと

は認められず、夫の肝がんの点も本件配転後に生

じた事由であり(ただし，両親の介護及ぴ夫の療

養は，本件配転により Xaが苫小牧に転居Lていな

配転(転勤・単身赴妊}議選時研究

ければ，より手厚くこれを行い得た可能性は否定

できない。)，持病の哨息に関しては、苫小牧に異

動することによって具体的な支障を生じ，又は生

ずるおそれがあったことを認めるに足りる証拠は

なく」としている。このような事案を救済するよ

うな実定法や判例の整備が望まれるところである。

その場合の判断基準は、労働者の個別事情を十分

に考慮すべきであり、配転によって不利益を受け

る家族に障害者、病弱者、高齢者、義務教育を受

ける子供等がいる場合には、配転拒否の正当事由

と考えるべきである。

第三は、就業規則の配転条項の位置づけに関す

る。本件東京地裁判決は、就業規則に配転条項が

置かれていること、原告らが採用時に就業規則の

遵守にかかる誓約書を提出していることから、原

告らとY社との聞に、勤務場所・職種を限定する

合意や慣行が存在したとは認められないとした。

配転に関する争点は、結論的には労働者が配転を

拒否できるか否かにある。ほとんどの場合、労働

者は使用者の定める就業規則をそのまま受け入れ

て就職する。その就業規則の「業務上の必要があ

れば配転を命ずる」と定める規定に異を唱えるこ

となく労働契約を締結する。そうでなければ雇っ

てもらえないからである。就業規則を採用時に認

めたからといって、使用者の配転命令が労働者の

意思を無視して常に拘束力をもっという考え方は

余りに労働者の権利を軽視した考えであるへその

うえ、さらに、労働条件決定に関して就業規則の

位置づけは強化されているのが現実である。 2007

年11月28日、国会で労働契約法が成立した。第7

条は「使用者が合理的な労働条件が定められてい

る就業規則を労働者に周知させていたときは、労

働契約の内容は、その就業規則で定める労働条件

によるものとする」としている。つまり、使用者

が一方的に決めた就業規則の中味が労働契約にな

るわけである。

本判決の検討から明らかになったことは、就業

規則の判例法理が無制約に一人歩きし、労働者の

権利を制限していることである。このような状態

の改善のためにも、筆者の今後の研究課題として、
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労使対等な労働条件の決定原則(労基法第2条)

や労働条件明示義務(第四条)に基づいた新たな

労働契約法理の研究をとりあげることが必要であ

ると考える。

おわりに

NTT東日本配転事件の検討で、明らかになっ

たことは、終身雇用を前提としたローテーション

人事の判例法理を、リストラ合理化型の配転に当

てはめ、長期間ほとんど無制約に、企業にとって

都合の良い人事異動を許容してきた事実であった。

雇用・就業形態の多様化によって増えているパ

ートタイマーや契約社員などの非正規社員に対す

る配転命令の効力が問題になった場合に、今の判

例法理で対応できるだろうか。

また、長期雇用の正規社員に関しても、専門職

の増加やキャリア権の問題、そして価値観の多様

化等で、労働者の個別的同意を要する事態が増加

することが考えられる。このような状況の中で、

「業務上の必要性」というだけで、配転を命じる

ことは困難な時代になっていくことが予想される。

ワークライフパランスの観点からも、配転に対す

る適切な法規制を実現するために、新たな配転法

理を構築することが求められている。

1片岡ん『労働法理論の継承と発展J (有斐閣、

2∞1年)212頁。
2新谷異人「転勤・単身赴任の法理Jr法学新報1
102巻 9・10号 (1995年)320頁。

3金子征史「配転出向をめぐる現代的課題Jr労働
条件をめぐる現代的課題J(法政大学出版局、 1997

年)45頁。

4片岡;↓「配転・単身赴任の実情と配転命令の限

界Jr民商法雑誌J104巻4-6号参照、本久陽一
「配転ー東亜ペイント事件Jr労働判例百選第7
版J(有斐閣、平成14年)76頁参照。
5藤内和公「人事制度Jr講座21世紀の労働法第
4巻J(有斐閥、 m∞年)258頁。
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6育田健「単身赴任と家族生活を営む権利Jr労
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